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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準および評価方法
（1）有価証券の評価基準および評価方法

関連会社株式
市場価格のない株式等……移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等……移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準および評価方法
貯蔵品…最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物は、定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物附属設備 ５年〜15年
工具器具備品 ５年〜15年
構築物 10年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
自社利用のソフトウエア ３年〜５年

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）保証履行損失引当金
家賃保証に係る損失に備えるため、過去の代位弁済発生率等を勘案し、損失負担見込額を

計上しております。
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（3）賞与引当金
従業員の賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金額

を計上しております。

４．収益および費用の計上基準
当社の家賃保証にかかる保証料収入は、初回保証料、継続保証料および月額保証料に区分さ

れており、各保証料の保証対象とする期間にわたって収益計上を行っております。
その他、手数料収入については、保証事務および収納代行にかかる手数料であります。顧客

との契約に基づき、各サービスを履行する一時点において、収益を認識しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
控除対象外消費税等は、当事業年度の費用として処理しております。
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会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年

度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
１．貸倒引当金
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

求償債権･家賃立替金に対する貸倒引当金 3,154百万円
未収入金に対する貸倒引当金 133百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積もりに関する情報
求償債権および家賃立替金は、賃借人に対する債権であり、未収入金は不動産協定業者お

よび賃借人に対する債権であります。将来の貸倒損失は、滞留期間（１ヶ月以内、３ヶ月以
内、１年以内、１年超）によって分類された債権区分ごとの過去一定期間に発生した貸倒実
績率に近似すると仮定し、損失見込額を計上しております。また、社内格付により破産と定
義される債権は個別に回収可能性を勘案し必要と認められる額を計上しております。将来、
賃借人および不動産協定業者の財務状況が悪化し支払い能力が低下した場合には、引当金の
積み増しまたは貸倒損失が発生する可能性があります。

２．保証履行損失引当金
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

保証履行損失引当金 766百万円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積もりに関する情報

保証履行損失引当金は、保証契約に定める保証限度額の範囲内における損失に備えるた
め、将来損失額は求償債権の発生状況（債権未発生、１ヶ月以内、３ヶ月以内、１年以内、
１年超）によって分類された債権区分ごとの過去一定期間に発生した代位弁済発生率と求償
債権の貸倒実績率に近似すると仮定し、損失見込額を計上しております。
将来、賃借人の財務状況が悪化し支払能力が低下した場合には、引当金の積み増しが発生

する可能性があります。
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貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産および担保に係る債務
（1）担保に供している資産
求償債権 5,753 百万円
家賃立替金 1,542 百万円
未収入金 281 百万円
計 7,578 百万円
（注）求償債権、家賃立替金および未収入金は、コミットメントライン契約に伴う担保に供して
おります。

（2）担保に係る債務
短期借入金 − 百万円
長期借入金 − 百万円
計 − 百万円
（注）上記（1）で記載のコミットメントラインに対する３月末時点の実行はありません。

２．保証債務 127,569百万円
賃借人の支払家賃等に対して家賃債務保証を行っており、全ての家賃債務保証契約から代位

弁済請求が発生した場合の月額の金額を記載しております。
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株主資本等変動計算書に関する注記
１．当事業年度末における発行済株式の種類および株式数

普通株式 22,998,000株

２．当事業年度末の自己株式の種類および総数
普通株式 1,105,884株

３．配当に関する事項
（1）配当金支払額

該当事項はありません。
（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2024年５月15日開催の取締役会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとお
り提案しております。
① 配当金の総額 656百万円
② １株当たり配当額 30円
③ 基準日 2024年３月31日
④ 効力発生日 2024年６月13日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

４．当事業年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的と
なる株式の種類および数
普通株式 3,700,000株
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
減価償却費 228百万円
投資有価証券 29百万円
貸倒引当金 983百万円
保証履行損失引当金 229百万円
前受金 2,065百万円
賞与引当金 112百万円
未払事業税 61百万円
その他 77百万円

繰延税金資産小計 3,788百万円
評価性引当額 △29百万円
繰延税金資産合計 3,758百万円
繰延税金負債 3百万円
繰延税金資産の純額 3,754百万円

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社は、家賃保証事業を行うにあたり、主に銀行等金融機関からの借入により必要資金を賄
っております。資金運用については短期的な預金等に限定しており、投機的な取引は行わない
方針であることから、デリバティブ取引は行っておりません。
営業債権である未収入金、求償債権および家賃立替金は、不動産管理会社および賃借人の債

務不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。当該リスクについては、与信
管理規程、および社内の債権管理に係るマニュアル類に沿ってリスク低減を図っているほか、
過去の一定期間における回収率等の実績値を蓄積し、信用リスクの定量的な把握に努めており
ます。
借入金の主たる使途は運転資金（主として短期）および自社システム改修に係る設備投資資

金（長期）であります。一部の借入金については変動金利であるため、金利の変動リスクに晒
されております。
ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的と

したものであります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2024年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。また、現金は注記を省略しており、預金、未収入金、求償
債権、家賃立替金、短期借入金、未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近
似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額

（1）長期借入金（＊） 292 291 △0
（2）リース債務（＊） 1,057 1,037 △19
（＊）１年内返済予定の長期借入金および1年内返済予定のリース債務を含んでおります。

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項
（1）長期借入金 （2）リース債務

これらの時価は、元利金の合計額を、新規の同様の借入または、リース取引を行った
場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注２）市場価格のない株式等は非上場株式（貸借対照表価額480百万円）であり、上記表に含
めておりません。

3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格
により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ
ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。

（1）時価で貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。
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（2）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内返済予定含む） − 291 − 291

リース債務（１年内返済予定含む） − 1,037 − 1,037

負債計 − 1,329 − 1,329
（注）時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金およびリース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間および信用リスクを加味し

た利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
す。
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持分法損益等に関する注記
関連会社に関する事項

当事業年度

関連会社に対する投資の金額(百万円) 420

持分法を適用した場合の投資の金額(百万円) 420

持分法を適用した場合の投資利益の金額(百万円) -
（注）持分法を適用した場合の投資利益の金額について、みなし取得日が期末のため投資利益
は生じておりません。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 217円22銭
１株当たり当期純利益 76円09銭

重要な後発事象に関する注記
１．新株予約権の行使
当社が2021年３月30日に発行した第３回新株予約権について、2024年４月16日に権利行

使されております。当該新株予約権の権利行使の概要は以下のとおりであります。
① 行使された新株予約権の個数 1,000,000個
② 発行した株式の種類および株式数 普通株式 1,000,000株
③ 資本金の増加額 180百万円
④ 資本準備金の増加額 180百万円

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社の家賃債務保証にかかる保証料収入は「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第
10号 2019年７月４日）等に従って売上を計上しているため「収益認識に関する会計基準」
（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しておりません。

その他、手数料収入については、保証事務および収納代行にかかる手数料であり、「収益認
識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しております。
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売上高の内訳としての保証料収入と手数料収入は以下のとおりであります。
（単位：百万円）

大区分 小区分 当事業年度
（2024年３月31日）

売上計上に際して
適用される会計基準

保証料収入

初回保証委託料 12,474
「金融商品に関する会計基準」（企
業会計基準第10号 2019年７月４
日）等

継続保証委託料 7,610
月額保証委託料 326

小計 20,412

手数料収入

保証事務手数料 2,273
「収益認識に関する会計基準」（企
業会計基準第29号 2020年３月
31日）等

収納代行手数料 1,801
その他 24

小計 4,098
合計 24,510 −

（単位：百万円）

売上区分
合計

保証事務手数料 収納代行手数料 その他

一時点で移転されるサービス 2,273 1,801 24 4,098

一定の期間にわたり移転されるサービス − − − −

顧客との契約から生じる収益 2,273 1,801 24 4,098

その他の収益 − − − −

外部顧客への売上高 2,273 1,801 24 4,098

２．収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「４．収益および費用の計上基準」に記載の

とおりであります。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並
びに当事業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収
益の金額および時期に関する情報
(1）契約資産および契約負債の残高等

該当事項はありません。

(2）残存履行義務に配分した取引価格
該当事項はありません。


